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サステナビリティは、どこか別の部分で穴埋めしなければならないコストと 
とらえるべきではない。製造業者は、3点に焦点を当てることによって、 
サステナビリティを企業価値の差別化要因に変えることができる。
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PwCの工業・自動車担当グローバルリー
ダー。工業、製造業、自動車、モビリティ分
野の企業の他、投資家や政府を対象に、戦
略、イノベーション、オペレーション、サステ
ナビリティ、新たなビジネスモデル、ケイパ
ビリティ開発、テクノロジーを活用した変革、
M&A、産業政策などに関する専門的なサー
ビス提供の経験を有する。ボストンを拠点と
し、PwC米国のプリンシパルを務めている。

製造業界大手のABBは、経営上層部の報酬方針をサステナビリティ目標の達成
と連動させている。世界最大のセメントメーカーであるホルシムは、サステナビリティ
とイノベーションを統合し、それを一人の経営幹部レベルの仕事とした。インドのコ
ングロマリットであるタタ・グループは、ブランドエクイティの定量化にサステナビ
リティを活用している。これらは、世界の巨大な産業群が新時代のために改善を図っ
ていることを示す、ごく一部の例である。その新時代においては、温室効果ガス排
出の管理、エネルギー消費、廃棄物管理、グリーン製品の開発、水の保全といっ
たサステナビリティは、もはやコストではなく、決定的な企業価値差別化要因とみ
なされる。
テスラの時価総額1兆米ドルを、他の自動車メーカーの時価総額と比較するだけ

で、低エミッションやゼロエミッションという選択肢が、いかに低コストまたはノー
コストの選択肢ともなり得るかが分かるだろう。テスラの例から改めて認識される
ように、そこに達する経路は、小手先の修正を加えることや、複雑なコストのトレー
ドオフに苦労することではなく、サステナビリティを企業の行動や在り方の中心に
据えることである。しかし、こうした潮流の中で経営のかじ取りをしている製造業
の企業幹部にとって、おそらく最大の疑問は、それをどう実践するかである。
米国、欧州、アジアの、工業、セメント、化学、ファッション、小売といった

分野の製造業のリーダーに幅広くインタビューを実施した結果、製造業におけるサ
ステナビリティについて興味深い発見があった。環境スチュワードシップを推進し
ながら財務的な利益を上げ、それによって、サステナビリティによってポジティブな
利益を生み出すことに最も成功している企業では、脱炭素化やネットゼロという目
標が、組織文化、イノベーション構造、ガバナンス体制、報告制度、そして会社全
体の存在意義（パーパス）に組み込まれている。これらの企業は、事業運営モデル

https://global.abb/content/dam/abb/global/group/about/corporate-governance/agm/2021/speeches/AGM%202021-Speech-Chairman_English.pdf
https://www.bloomberg.com/press-releases/2021-03-18/lafargeholcim-expands-magali-anderson-s-role-to-chief-sustainability-and-innovation-officer
https://www.tatasustainability.com/AboutUs/SustainabilityAtAGlance
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に思い切った改革を加えることによって、短期的にも長期的にも価値創出と業績改
善をもたらす投資として、サステナビリティに取り組んでいる。余計な運営コスト増
加をもたらす施策として取り組んでいるわけではない。
こうした企業は、サステナビリティの意味を従来の狭いものではなく、より良い

地球環境を実現するために顧客や従業員、投資家、政府が要求することへの対応
ととらえている。このような視点を持つと、サステナビリティは、現在と将来の両
方の直接コスト、間接コスト、そして数量化できないコストを認識し、最初から事
業運営に組み込むため、ネットポジティブとなる。唯一のコストと言うべきものは、
今日の顧客層向けの製品を作るべく会社を変革することをせず、そのために主要消
費者セグメントで市場シェアを失うことである。製造業を運営する企業幹部レベル
のリーダーを対象とするPwCの調査によると、回答者の半分以上（52％）が、顧
客のニーズと行動の変化全てのうち、事業運営に最も大きな影響を及ぼしているの
は、サステナブルな製品への需要の増加であると回答している。また、そのこと
を最も強く感じているのは工業と消費財セクターであった。2021年に発表された
PwCのレポートによると、顧客の73％が、CO2排出量を減らすために移動手段を
変えたいと考えており、従業員の86％が、自分と同じ問題に関心のある会社で働
きたいと回答している。
「サステナビリティは追加コストだと言う人もいるでしょう。しかし、実践すれ
ば当然のこととなり、事業運営に溶け込んでいきます」と、世界銀行グループの一
機関である国際金融公社（IFC）で製造業担当グローバルマネージャーを務める
Sabine Schlorke氏はインタビューの中で述べている。「事業を形成する一部と見
れば、それはコストではなく機会なのです」
このような考え方の変化は次第に投資家の間でも広まっている。PwCの最近の

調査で判明した重要ポイントの1つは、投資家は投資先企業が直面しているESG（環
境・社会・ガバナンス）関連リスクと機会に今まで以上に注意を払っており、それ
を行動で示す用意ができているということである。80％近くが、投資の意思決定に
おいてESGは重要要素であると回答し、75％が、企業は短期的な収益性が低下す
るとしても自社事業に関連するESGの問題に対処する費用は負担するべきだと回答
し、また、約50％が、ESGの問題に十分な対策を取らない企業に対しては投資を
引き上げる意思があると回答した。
大手であれ中小企業であれ製造業の企業にとって、特にCO2削減負担が大きく、

巨大なグローバルバリューチェーンを有する企業にとっては、上述のような現実は
厳しいものと思われるかもしれないが、前進のために克服できない障壁ではない。

https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/coo-pulse-survey.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/coo-pulse-survey.html
https://www.strategyand.pwc.com/jp/ja/publications/digital-auto-2021-jp.html
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2022/assets/pdf/esg-investor-survey.pdf
https://www.pwc.com/jp/ja/knowledge/thoughtleadership/2022/assets/pdf/esg-investor-survey.pdf
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世界中の企業との協働を通じて、PwCは、サステナビリティによってネットポジティ
ブな利益を実現するために焦点を当てるべき3点、すなわち計画策定、ポートフォリ
オ、インパクトを特定した。以下で順に見ていこう。

計画策定
PwCによる分析の過程で、計画策定に対して非伝統的なアプローチを取ってい
る企業があることが分かった。これらの企業は、サステナビリティ目標を最初から
事業と組織のプロセスに組み込むことによって、有利な状況を得ている。事業を推
進するリーダーらに、自らの優先順位の設定と、自らが適していると考える新たな
機会の追求を委ねている。会社をシンプルなものとすることを重視し、経営幹部レ
ベルの干渉を最小限とし、冗長な機能や官僚的なボトルネックはできる限り排除し
ている。そして、採用可能な人材管理のあらゆる方策を用いて、インセンティブと
望まれる成果を連動させている。

ABBは2019年に、一大企業変革に着手し、ステークホルダーグループと協議
のうえ、会社のパーパスを見直した。サステナビリティは、同社のパーパスにおい
てもステークホルダーのために創出する価値においても重要な一部となった。スイ
スに本拠を置くこのコングロマリットは変革の過程で、同社の事業分野（エレクト
リフィケーション、プロセスオートメーション、ロボティクス＆ディスクリート・オー
トメーション、モーション）における国・地域構造を排除し、各部署のリーダーに、
製品、機能、研究開発活動、損益に関する完全な管理責任を持たせた。

2020年には、ABBは、前サステナビリティ戦略の期間終了後、2030年に向
けたサステナビリティ戦略を始動させ、幅広い事業活動でカーボンニュートラルを
達成し、顧客が年間CO2排出量を100メガトン以上削減できるようにするという意
欲的な目標を掲げた。ただし、この計画の目標の最終決定前に、ABBの4事業分
野の300のステークホルダー（顧客、サプライヤー、投資家、公的部門の担当者、
NGOを含む）に対して400時間のインタビューを実施するというプロセスを経てい
る。また、同社の従業員の取り組みに関する年次調査で寄せられた4万件のコメン
トの分析も行われた。その目的は、ABBが最大のポジティブなインパクトを発揮
できる部分を明確にし、同社の競争力の差別化要因としてサステナビリティを強化
することであった。ABBは分散型のビジネスモデルを取っていたため、4事業分野
全てと各分野内の部署が、2030年サステナビリティ戦略に参加するだけではなく、
それを実行できるようにするために、上記プロセスは必要なものであった。そして、
聴取した意見や懸念事項は、同計画の目標設定に役立てられた。

https://www.wsj.com/articles/abb-bets-simplified-structure-will-cut-costs-boost-profit-11547075162
https://new.abb.com/jp/sustainability/sustainability-strategy-2030
https://new.abb.com/jp/sustainability/sustainability-strategy-2030
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極めて重要な点として、ABBは、サステナビリティを同社の事業運営とバリュー
チェーン全体に組み込むことを決定した。サステナビリティ関連の取り組みを投資
とみなすという選択もなされた。同社の事業分野内の戦略チームが、重要業績評
価指標（KPI）の進捗状況報告の主導権を握り、それらを各事業分野の月次・四半
期の財務分析、業績管理プロセス、事業レビューに含めることとした。業績と戦略
進捗状況とともに、サステナビリティ目標がABBの業績を見るレンズの一部となっ
ている。取締役会のレベルでは、ABBのガバナンスおよび指名委員会の職責にサ
ステナビリティが追加され、同社の報酬委員会は、報酬を同社のサステナビリティ
目標の達成と連動させている。

ABBの計画策定には、イノベーション活動の分散という副次効果があった。あ
る試行が1つの事業分野で成功しても、他の事業分野では成功しないかもしれない。
いずれの場合も、同社は経験から学び、その洞察を次のプロジェクトに活かしてい
る。すでに達成された1つの成果をもとに、異なる事業分野や部署の社員が、サス
テナビリティの課題を解決するために協力するようになった。

「当社の取扱製品や事業分野が、産業、都市、輸送事業者のエネルギー効率
やプロセス効率の改善を支援するものであることを考えると、サステナビリティは
当社の事業を推進する差別化要因であり、デジタルソリューションと結びついたと
きに特に有効な要因となります」と、ABBのサステナビリティ担当グループ責任者
Roland Dubois氏は述べている。例えば、屋上ソーラーパネルやその他のエネル
ギー効率の高い技術の利用によりABBの事業所をカーボンニュートラルにするとい
う投資は、顧客への提供が可能な洞察やソリューションを生み、明確な投資効果
（ROI）をもたらす。

「サステナビリティは当社の事業を推進する 
差別化要因であり、デジタルソリューションと
結びついたときに特に有効な要因となります」
—Roland Dubois氏（ABBのサステナビリティ担当グループ責任者）
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適切な計画策定のポイント：
・ サステナビリティを違った角度から見ること。サステナビリティがどのように価
値を創出するかに対する考え方を新たにしなければ、計画策定に苦戦すること
になるだろう。
・ 全ステークホルダーにとっての成果に焦点を当てること。2030年までにCO2

排出量ネットゼロの達成など、具体的な目標の設定に加えて、全ステークホル
ダーにとってのサステナビリティの成果に焦点を当てる。例えば、自社の文化、
顧客との関係、新たな市場機会にとってネットゼロは何を意味するだろうか。
この成果志向の考え方により、ステークホルダーを計画策定のプロセスに最
初から巻き込み、ステークホルダーもプロセス形成に関与し、独自のソリュー
ションを考案する機会を得られるようにする。
・ あらゆる方策を検討すること。合意された成果の実現に向け、報酬、組織文化、
イノベーション、KPIに対するアプローチを見直す。

ポートフォリオ
今日の産業の研究開発ポートフォリオは、脱炭素化の好循環を作るために、クリー
ンエネルギー、電動化、素材、化学、循環性、経済性に焦点を当てた革新的な解
決策を生まなければならない。そのようなポートフォリオを作るためには、企業は
従来とは異なるアプローチを取る必要がある。ポートフォリオ設計・管理の成功に
は、無数の技術とベンチャーキャピタル投資だけではなく、これらの技術やイノベー
ションを広め、共有する能力と、官・民・市民間のパートナーシップの精神が必要
となるだろう。当然ながら、より良いソリューションや経済性が利用可能になること
に伴い、技術とプロジェクトの選択は変わっていく。また、組織で採用されるため
には、高い認知、新たなスキル、考え方の変化、目標設定への新たなアプローチ、
インセンティブの確立が必要となるだろう。
スイスのセメント建築資材大手のホルシムは、2021年3月、同社の最高サステナ

ビリティ責任者の役割を拡大してイノベーション活動も含めることを決定した。この
決定について考えてみよう。この経営幹部レベルのポジションは現在、社内のグロー
バルな研究開発戦略・組織のリーダーとして開発を監督することに加え、学界から
スタートアップまで社外とのイノベーション協力も担当している。
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ホルシムの幹部の一人によると、上述の変更の理由は、従業員、顧客、規制当
局、そして投資家といった全ステークホルダーへ向けて、イノベーションへの投資は、
サステナビリティ目標に資する投資であるべきというメッセージを発することにあっ
た。実務的な戦術として、この措置は、それまで共通点のなかった2チーム間のコ
ラボレーションとナレッジトランスファーの促進を意図したものだった。両分野の専
門能力の共有とさらなる緊密な協働により、同社の2030年サステナビリティ目標を
推進する、より賢明な研究開発の決定が可能になると考えてのことであった。サス
テナビリティ目標というのは、SBTi（科学的根拠に基づく目標イニシアチブ）によっ
て検証されたCO2削減目標の達成、淡水の取水強度の低下、1億トンの廃棄物のリ
サイクルなどである。現在では、研究開発投資を開始する際には常に、サステナビ
リティ目標の達成に役立つかを問うことになっている。
今日では、ホルシムの研究開発プロジェクトの80％以上が、広範なグリーンソ

リューションに特化したものである。例えば、コンクリート使用量を60％削減でき
る3Dプリンティング、セメント生産の焼成プロセスの反転、建物のエネルギー効率
を向上させる断熱フォームなどである。排出量の削減が困難と考えられている業界
において、ホルシムの功績は特に注目すべきものである。また、最高サステナビリ
ティ責任者の役割を拡大しチームを再編成することによって、ホルシムは、イノベー
ションパイプラインのコントロールと管理の強化を通じ、サステナビリティに一層貢
献できる体制を整えた。パイプラインには、素材への投資、データアナリティクス、
人工知能、デジタル化、コンソーシアムや大学との協創が含まれている。

イノベーションポートフォリオ再構築のポイント：
・ サステナビリティ推進要因を特定すること。どのような種類のサステナビリティ
重視のプロジェクトや技術がすでに企業システム内にあるかを確認するため、
自社のイノベーションパイプラインを点検し、機動的に調整を行う。異なる種
類のプロジェクトや技術と、それらがサステナビリティ目標をどのように達成し
得るかを理解する。
・ 社内外とのコラボレーション。社内の事業部門や機能間に加えて、サプライ
チェーンベンダーや社外パートナー（政府、スタートアップ、大学など）とのコ
ラボレーションを促進する。
・ 組織管理的な方策を活用すること。イノベーションポートフォリオを再構築する
ためには、スキルトレーニングに投資し、報酬のインセンティブとサステナビ
リティ目標を連動させる必要がある。
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インパクト
気候危機はリアルタイムで変化しており、サステナビリティへの自社の取り組み
の成果を測定する方法もそれに合わせなければならない。そうした成果には、市
場シェア、ブランド認知度、株主価値、排出量削減とネットゼロの目標達成に向
けた進捗状況、政府のインセンティブを自社がどのように利用しているかといった、
有形・無形のインパクトが含まれる。どのようなアプローチにせよ、インパクトを
組織文化に浸透させる必要がある。
インド最大のコングロマリットの1つであるタタ・グループは、電力、自動車、

航空、鉄鋼、化学その他の産業を手掛けており、温室効果ガス排出に対する新
規制や気候変動に関するリスクにさらされている。10年余り前、タタ・グループ
は全事業に対して、自らのカーボンフットプリントの測定と予測を行い、独自の
KPIを設定し、業界内での比較分析を行うことを要求した。これは、全社的に積
極的な削減行動を取ることを狙いとするものだった。
タタ・グループは、多様な事業に適用する気候変動対応方針の設計という課題

に取り組むため、集権的な組織であるタタ・サステナビリティ・グループを設立し
た。その目的は、タタ製品とサービスのライフサイクルフットプリントを削減し、イ
ノベーションを通じた成長のけん引を最善の方法で行う統一戦略を開発し、その後、
タタのグループ企業各社の戦略チームと緊密に連携して効果的な計画を立てること
を、サステナビリティの専門家から成る専任チームに委任することにあった。社内
カーボンプライシングは業種によって大きく異なるため、カスタマイズすることが特
に重要であった。例えば、ソフトウェア事業が直面しているCO2削減の課題は、蒸
気プラントの課題とは大きく異なるものである。

https://www.tatasustainability.com/AboutUs/TataSustainabilityGroup
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このアプローチは成功を収めた。タタは製造業においてアジア全域でサステナ
ビリティをリードする企業の1つとなっている。脱炭素化は実際のコストを伴うもの
であるが、タタは短期的・長期的なインパクトとROIを別個に考えている。タタにとっ
て、サステナビリティは、ブランド価値の数量化において大きな役割を果たすもの
であり、同社が2021年に算定したブランド価値は213億米ドルである。その考えに
よれば、ブランド価値を把握し、最適化することによって、企業は長期的な利益を
獲得するために強力な戦略に投資することが可能となる。
さらに、タタはサステナビリティを重視することで、資本投資や融資を受けやす

い立場にある。世界の投資家は、企業のESGへの取り組みとそれが生み出すリター
ンをより明確に知りたいと考えるようになっているため、2021年にタタの経営陣は
グループ企業に対して、ESGコンプライアンスの詳細な評価を行うことを課した。

最大のインパクトを発揮するためのポイント：
・ 長期視点を軽視しないこと。長期的な成果（新たなビジネス機会、ブランドエ
クイティ、顧客満足度の向上など）を、担当チームが開発の過程で達成すべ
き成果として設定し、計画に従うことで取り組みが推進されるようにする。
・ 新たなKPIを策定すること。複数年にわたるKPIや成功指標を用いることで、
担当チームにサステナビリティの進捗に関する責任を持たせる。インセンティ
ブをこれらの成功指標と連動させる。
・ 経営資源を動員すること。事業実績のある大手製造業者は、幅広い分野の情
報や知見にアクセスすることができる。最大のインパクトを発揮し、意欲的な
目標達成に向けて確実に前進するために、人事からITまであらゆる人材を関与
させ、成果に焦点を当てさせる。分散型のサステナビリティ機能を構築するこ

「これは地球のために良いだけではなく、
長期的に見て良いだけでもありません。 
今後5年間の事業のためにも良いのです」
—Hana Kajimura氏（オールバーズのサステナビリティ担当
責任者。同社の5カ年計画でいかにコストを削減するかについ
てのコメント）

https://www.tatasustainability.com/AboutUs/SustainabilityAtAGlance
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とを選択する場合には、従業員が部署間の垣根を越え、事業部門ごとのサス
テナビリティへの取り組みの成功を支援できるようにする。

新たなROI
ソーラーパネルを屋上に設置した人々の多くは、計算をして内部収益率を出して

いる。時間の経過とともに、ソーラーパネルは電気代の減少という形で元が取れる。
しかし、ここで話題にしていることは、それよりはるかに深い話である。炭素制約
の世界で繁栄するビジネスモデルを有する場合、ROIはどうなるだろうか。それは
巨額なものとなる。ブラックロックのCEO兼会長であるLarry Fink氏に尋ねてみる
といいだろう。同氏は、次に飛躍するユニコーン企業1,000社は、グリーン水素、
グリーン農業、グリーン鉄鋼、グリーンセメントを発展させる企業であると考えてい
る。サステナビリティはノーコストであるだけではなく、ROIをもたらすものである。
靴とアパレルを扱う米国企業のオールバーズが5カ年サステナビリティ戦略を策

定した際、同社の創業者は、サステナビリティはコストがかかると同時にコストの
節約にもなることをすぐに認識した。そのため、意欲的な計画を現実のものとし、
全社的な賛同を得るために、オールバーズのサステナビリティチームはあらゆるコ
ミットメントのコストと節約分を数量化することに気を配った。例えば、サステナブ
ルな素材と研究開発費の拡大は投資を要し、これらはコストとして計上された。そ
の他のサステナビリティの取り組み、例えば航空輸送より海上輸送を優先すること
などは、コストの節約につながった。これらを総合し、オールバーズの5カ年計画
に盛り込まれた10種類のサステナビリティ推進策全体で見ると、コストは低下する
こととなった。
「これには皆が沸き立ちました」と、オールバーズのサステナビリティ担当責任
者のHana Kajimura氏は述べている。「地球のために良いだけではなく、長期的に
見て良いだけでもありません。今後5年間の事業のためにも良いのです。現在では、
それを裏づける、より多くの材料が確認されています」+

本稿には、PwC米国のトラストソリューションズのパートナーで工業を担当するAllison Payneと
PwC英国の工業・自動車担当リーダーのCara Haffeyも寄稿しています。

https://www.cnbc.com/2021/10/25/blackrock-ceo-larry-fink-next-1000-unicorns-will-be-in-climate-tech.html
https://allbirdsblog.medium.com/introducing-the-allbirds-flight-plan-our-ambitious-new-sustainability-commitments-340e93bfd146
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